
科学技術人材育
成費補助金

194¶899 ` 69¶150 ` ` 125¶748

科学技術戦略推
進費補助金

33¶500 ` 1¶209 ` ` 32¶290

疾病予防対策事
業費等補助金

24¶026 ` ` ` ` 24¶026

地域産学官連携
科技振興事業費
補助金

86¶139 ` 4¶607 ` ` 81¶532

地域産業リー
ダー養成教育プ
ログラム実施事
業費補助金

2¶500 ` ` ` ` 2¶500

地域医療再生臨
時特例交付金

657¶150 ` 645¶179 ` ` 11¶970

設備整備費補助
金

6¶004 ` 3¶829 ` ` 2¶174

創造的産学連携
体制整備事業費
補助金

3¶217 ` ` ` ` 3¶217

事業所内保育施
設設置・運営等
助成金

2¶518 ` ` ` ` 2¶518

救急搬送受入支
援事業費補助金

6¶112 ` ` ` ` 6¶112

山梨県新人看護
職員卒後研修事
業費補助金

3¶240 ` ` ` ` 3¶240

山梨県分娩手当
等支給事業費補
助金

2¶886 ` ` ` ` 2¶886

山梨県新生児担
当医手当等支給
事業費補助金

463 ` ` ` ` 463

山梨県救急勤務
医手当支給事業
費補助金

3¶900 ` ` ` ` 3¶900

計 1¶704¶655 ` 1¶000¶118 ` ` 704¶537

K̂ 開示すべきセグメント情報 （単位：千円）

区 分 学部研究科等 附 属 病 院 附 属 学 校 小 計 法 人 共 通 合 計

業務費用
業務費 11¶459¶480 16¶035¶755 811¶763 28¶306¶999 1¶607¶436 29¶914¶436

教育経費 1¶383¶065 17¶519 85¶635 1¶486¶220 144¶638 1¶630¶858

研究経費 1¶713¶417 52¶687 11 1¶766¶116 11¶786 1¶777¶903

Ĵ 役員及び教職員の給与の明細 （単位：千円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 給 付

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

常 勤 (95¶327)
95¶327

7
(`)
`

`

役 員 非 常 勤 2¶387 1 ` `

計 (95¶327)
97¶715

8
(`)
`

`

常 勤 (9¶188¶218)
10¶815¶551

1¶703
(704¶161)
704¶161

66

教 職 員 非 常 勤 1¶603¶069 978 ` `

計 (9¶188¶218)
12¶418¶620

2¶681
(704¶161)
704¶161

66

常 勤 (9¶283¶545)
10¶910¶879

1¶710
(704¶161)
704¶161

66

合 計 非 常 勤 1¶605¶456 979 ` `

計 (9¶283¶545)
12¶516¶335

2¶689
(704¶161)
704¶161

66
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（注１） 役員の報酬については、原則として一般職国家公務員の指定職に準じた本学役員給与規
程に基づき算出した金額を支給している。退職手当については、本学役員退職手当規程に
より算出した金額を支給している。
教職員の給与・退職手当については、原則として一般職国家公務員に準じた本学職員給
与規程・本学職員退職手当規程に基づき算出した金額を支給している。

（注２） 人件費の定義は、基本的に「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公
表方法等について（ガイドライン）」（総務大臣策定 平成18年2月22日改定）によっている。
常勤職員とは、ガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職
員」から受託研究費等により雇用する者を除いた職員のことであり、非常勤職員とは、常
勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「ガイドライン」における「派遣会社に支払
う費用」以外の職員のことである。

（注３） 常勤支給額の上段（ ）書きは、「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数につ
いて（通知）」（平成16年6月3日付人事課長16文科人第84号）における「退職金相当額を運
営費交付金で措置する必要がある役職員」の支給額（内数）である。

（注４） 報酬又は給与に係る支給人員は、年間平均支給人員である。また、退職給付に係る支給
人員は、総支給人員である。

（注５） 報酬又は給与の支給額は、報酬・給与・賞与から、退職給付の支給額は、退職手当から
それぞれ構成されており、賞与引当金繰入額（8¶191千円）、退職給付引当金繰入額
（34¶507千円）、法定福利費（1¶659¶262千円）、法定福利費引当金繰入額（109千円）、雑給
（16¶482千円）及び受託研究費・受託事業費にかかる給与・賞与（常勤：171¶756千円、非
常勤：236¶727千円）は除いている。なお、中期計画における予算上の人件費には、受託
研究費及び受託事業費にかかる人件費を含んでいない。
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